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192 （桃山法学 第33号 ’20）
（114） 令和２年４月23日付け「第45条の規定に基づく要請，指示及び公表に
ついて」内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室長事務連絡には，
新型インフルエンザ等対策特別措置法45条２項の要請を行政手続法所定
の「行政指導」と位置付ける一方で，同３項の「指示は，行手法第２条
第１項第４号の不利益処分に該当すると考えられ」，弁明の機会の付与
を要すると解説する。しかしながら，不服従者に対する行政処分等の法
的不利益は予定されておらず，要請及び指示による相手方に対する法的
効果は認められ難いことから，これらの行為の法的性質は行政指導その
他非権力的行為に止まると思われるが，同法45条３項の「指示」を行政
手続法32条所定の不利益処分と前記事務連絡が明言していことは興味深
い（例えば，指示に不服がある場合に指示の処分性の存否や，審査請求
先の問題等の事後救済に関係する。）。
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